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【解題】本稿は牛軍「20世紀60年代中美関係再探討」（『東亜評論』2019年

第2輯）を翻訳したものである。牛軍教授は多年にわたり北京大学国際関

係学院の教授を務めたあと、2019年に定年、現在は華東師範大学特任教

授を務める。The Cambridge History of The Cold Warの編集委員であり、言

うまでもなく「国際冷戦史研究」の国際的な第一人者のひとりである。邦

訳書に『冷戦期中国外交の政策決定』（千倉書房, 2007）、『中国外交政策

決定研究』（千倉書房, 2021）がある。本稿は比較的直近の著作だが、ま

ず「1960年代」を使わず「20世紀60年代」と表記することで、20世紀か

ら距離を置いて、21世紀という時点からより冷静にこの時代を分析する

という立場が示されている。また、現時点（2021年8月）において、米中

関係は最も重要な国際的関心事のひとつであるが、現在の問題に長期的視

点からアプローチすることで、近視眼的に見ては見失いがちな両国関係の

課題と可能性を見いだそうとする意図もそこには感じられる。論述におい

て主要なキーワードは二つあり、「戦略優先性［戦略優先］」（「政策優先性」

「対外政策の優先性」という用法も使われている）と「偶然の一致［巧合］」

がそれであり、著者の外国政策決定研究のいっそうの深化を想像させる。

第3節ではその初めにおいて、20世紀60年代末以降の変化としてつぎの

ような指摘をおこなっている。「米中の政策決定プロセスを注意深く比較

してみると、米中の政策決定者たちがともに和解を求めていただけでな
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く、ほぼ同時期に米中は和解を目的として戦略優先性の順位調整をおこ

なっていたことが重要だったと言える。この結果として、両国は歴史的な

「偶然の一致」にたどり着くことができたのである」。つまり、20世紀の

60年代全体において、米中それぞれにとって、相手との和解や関係改善は

低い戦略優先性しかもたなかったが、70年代に向けて、それぞれが、相手

との和解や関係改善に高い戦略優先性を見いだすようになる。その結果、

1972年の歴史的な米中和解が実現するわけだが、こうした戦略優先性の好

ましい方向への順位変更が、米中双方で同時に起こったことを、著者は

「偶然の一致［巧合］」と呼ぶのである。さらに、「はじめに」において、「政

策決定者の認識の質と才覚は、「偶然の一致」が現れたときにこそ、その

真価を問われるのである」と指摘するが、本稿を通読された後に、冒頭の

この一句を想い出される読者は、著者が政治家の外交力ひいては政策遂行

能力を歴史的な視点から見通す視線を、改めて噛みしめることになろう。

【著者要約】20世紀60年代の米中関係は、当初日増しに全面的な対立を深

めていたが、最終的には極めて劇的な和解へと向かうことになった。この

過程において、米中の地政学的な対立は60年代初めから衰退しはじめる

ものの、系統だった対立は却って激化し、米中間の敵意をむしろ強めるこ

とになった。この状況下での米中の政策決定層は、それぞれ別の理由か

ら、二国間関係を解決しようとしなかったのである。特に緊張緩和を目指

すことについては、米中のいずれも、これを重要な政策決定のスケジュー

ルに位置づけようとはしなかった。1969年の半ばになると、国内外の情

勢や国家安全保障戦略に対する考慮にもとづいて、両国指導者は二国間関

係の膠着状態打開する決定を同時期におこなうことになった。こうしてよ

うやく、米中和解があの歴史的瞬間において可能となったのである。米中

関係の歴史には影響の大きな偶然性があるということを証明する事例を、

この研究は提供してくれている。この点を理解することは、米中関係を管

理するに際し参考とする価値が大いにあるのである。



80 20世紀60年代における米中関係の再検討　（牛軍：真水・諸橋訳）

はじめに

本稿の目的は、20世紀60年代初期の全面的な対立から同年代末期の劇

的な和解へと転じるまでの米中関係の過程に対する分析をつうじて、二国

間関係の推移における鍵となる特徴を明らかにすることにある。米中関係

についての先行する研究成果では、この時期の二国間関係史における細部

の事情が詳しく叙述されている。特に1969年に米中が和解に動き始めた

ことやその原因については、豊富な論述が存在する。しかし、米中和解か

ら10年をかけてようやく関係正常化が実現した、という基本的な事実を

考慮するならば、1960年代全体において二国間関係の推移に出現した構

造上の問題についても、新たな考察が必要であろう。なお、鋭く激しい対

立から劇的な和解への転換を推進した諸要素の複雑性について、新たに発

見された歴史档案を活用することで説明や解釈をし直すことも、ここで言

う「新たな考察」に含まれる。後世の人間は、重大な歴史的事件の結果に

もとづいて原因を推測するため、当該過程における重要な部分を全て合理

化して説明や解釈をしがちである。しかし実のところ、第二次大戦後の米

中関係史には多くの「偶然の一致［巧合］」が存在した。すなわち、米中

の対外政策がそれぞれの国の脈絡に沿って推移していくなかで、両国の指

導者が類似の選択を同時になすことがときにはあった、ということであ

る【1】。1969年の米中和解は、そのような事例のひとつであった。歴史的な

「偶然の一致」がなかったならば、現在の米中関係は、おそらく全く異な

る状態になっていたのではないかと思われる。この点を指摘するのは、米

中関係に存在するいくつかの構造上の要素の変化に本稿が焦点をあててい

ることを、説明するためである。その構造上の要素とは、米中間の地政学

的な対立の推移とその衰退、全世界的な闘争の激化、それぞれの対外的な

戦略優先性［戦略優先］の調整とその原因などである。これらについての

分析はもとより不可欠ではあるが、解釈力には限りがある。「偶然の一致」

が非常に重要であることを、米中関係史は再三証明してきた。政策決定者
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の認識の質と才覚は、「偶然の一致」が現れたときにこそ、その真価を問

われるのである。

１　地政学的対立の推移とその衰退

中華人民共和国建国の直後から、米中は対立状況にあった。それからま

もなく朝鮮戦争が勃発したため、両国は3年以上にわたる大規模な局地型

戦争をそれぞれの領土外で展開することになる。中国指導者は、米国との

対立や、それにより引き起こされかねない米国との戦争こそが、中国の国

家安全保障において最も重要で直接の脅威である、と認識していた。ま

た、中国周縁四囲のどこかで発生した中国の立場を悪化させる安全保障上

の懸案についても、米国と対峙する中国の戦略上の地位を弱めかねない要

素である、と中国指導者たちは認識していた。しかも、たとえその懸案が

米国による直接の介入の結果ではなかったとしても同様であった。米国の

政権は、一方で、中国をアジアにおける主要敵と認識していた。しかも、

中国はソ連よりも「いっそうの侵略的な意図を備えている」危険な脅威と

まで、かつての米国は認識していたのである【2】。

マクロ的な観点から見ると、この時期における米中の安全保障上の衝突

や対立は、新興の地域的な大国と世界的な超大国との間で発生しかねない

地政学的な政治的対立を、深層に至るまで反映したものであった。構造面

における米中衝突の複雑さは、この対立が冷戦を背景として発生したとい

うだけではなく、中国近代の「建国」という歴史的な過程に深く組み込ま

れていたことにも由来する。第二次大戦後期の複雑な要因により、米国は

国共内戦に介入した。また、冷戦勃発後はソ連に対抗することを目的とし

て、米国は中国革命運動の反対者となり、さらに中華人民共和国建国後に

おいては中国の統一を阻害する敵となったのである【3】。

20世紀50年代全体において、同盟締結や局地戦、軍事援助、瀬戸際戦
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術、そして「アジア平和システム」の構築を目標とする二国間・多国間外

交活動といった一連の措置を、中国はとった。これらをつうじて、比較的

安定している平和な安全保障環境を、中国は維持していたのである。北東

および北西の国境地帯においては、ソ連との同盟もあり、安全保障分野で

の中国への圧力はほとんどなかった。1953年7月に署名された「朝鮮戦争

休戦協定」と1954年7月に署名された「ジュネーブ協定」は、朝鮮半島と

インドシナ半島における中国にとっての緊張局面を概ね緩和させた。米軍

は38度線以南に駐留することになり、フランス軍は17度線以南に退き、

さらにほどなくしてインドシナ半島からも撤退したからである。中国指導

者から見れば、北朝鮮は社会主義陣営における「東方の前哨」であり、北

ヴェトナムは社会主義陣営における「南方の前線」であった。すなわち中

国にしてみれば、戦略的には東方・南方のいずれにおいても緩衝地帯を擁

することになったのである【4】。東南アジアにおいては、中国は二国間・多

国間の外交努力をつうじて、この地域の主要国との関係を改善し、あるい

は緊張を緩和させたことが明らかだった。

同時期の米国は、中ソの影響力拡大に対する封じ込めを目的として、ア

ジア太平洋地域における軍事同盟システムを1950年代前半から構築し始

めていた。当時の米国は、この地域においては主に中国に対して軍事的な

圧力を加え、その影響力の拡大を封じ込めようとしていた。当時の中国

は、東南アジアの親欧米政権に抵抗する革命運動や武装闘争を支援するな

どしていたからである。

台湾海峡では1954–55年と1958年における2度の危機をへて、金門・馬

祖両島を除く大部分の大陸東南部島嶼を中国人民解放軍が攻略・占領し

た。この結果、軍事的な攪乱を狙う台湾からの大陸侵攻がほぼ抑止される

ことになり、台湾当局への軍事的な圧力を中国は加え続けることができる

ようになった。軍事・安全保障分野における米中関係は、1958年夏の台

湾海峡危機を経験したことで鋭く激しい衝突が終わり、比較的穏やかな段

階へと移ったのである。
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このほかにも、20世紀50年代半ばにおける中国指導者は、米中の緊張

緩和を目的として積極的な行動をとっていた。すなわち米中大使級会談に

おいて、拘留中の米国人釈放だけでなく、米中交渉を促進するために有益

と見られる和解の「具体的な道のり」【5】を、米国側へ再三提案したのであ

る。しかし、米国の極めて厳格な対中敵視政策が主因となり、中国指導者

が期待していたほどの実質的な進展は大使級会談でえられなかった。この

結果により中国指導者は、「米国の政権が頑迷にして敵対的な態度を改め

ない限り」、中国側の努力は「無駄である」【6】と結論づけたのだった。

1958年台湾危機後における大使級会談をへて、「台湾問題の解決がなけれ

ば、他の問題も俎上に上げない」との「パッケージ［一攬子］」原則を、

中国指導者は確立した【7】。こうして、米国との和解を目指した数年間の努

力について、中国側はいったん終止符を打ったのだった。この決定は中国

側の対米政策における重要な原則となり、中国の政策に及ぼす影響が深刻

にして長期間にわたるものとなったことを、その後の展開が証明してい

る。それまで運用され続けてきた大使級会談が、結局のところ米中和解へ

向かうための手近なメカニズムとはならなかったことも、この決定の影響

に含まれる。

1950年代の2度の台湾海峡危機における米国の軍事介入の複雑さを、中

国政策決定者がどのように認識していたかについては、系統立てて分析し

観察する必要がある。このような分析と観察は、中国の対外戦略における

優先順位の変動を読み解き、この変動が米中和解において根本的な重要性

をもっていることを理解するうえで役立つからである。台湾問題とアジア

太平洋戦略とを連結する米国側の論理について、ほぼ間違いなく中国政策

決定者は理解していたであろう。中国政策決定者の見立てによれば、米国

の軍事介入は疑いなく中国に対する安全保障上の脅威となるものの、危機

における米軍の行動は必ずしも中国に対して攻撃的なものではない、とい

うものであった。この前提に立たなければ、1955年に米国との交渉を試

み始めた際に、中国政策決定者がなぜつぎのように試みたのかを理解する
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ことが難しくなる。中国政策決定者は、台湾問題を米中間の「国際問題」

と大陸および蒋介石政権間の「内政問題」とに切り分け、また、米国との

交渉で台湾海峡の緊張状態を解消することは可能とする一方で、ここまで

が限度で、台湾の地位というこの「内政問題」を議論することはできない、

としたのであった【8】。さらに中国政策決定者たちには「米国と戦う」つも

りなどなく、台湾当局との交渉をつうじて平和的な統一が実現可能である

ことを、繰り返し米国側に伝達していた【9】。

1958年8月、金門島砲撃をいつ開始するかについて毛沢東が軍最高幹部

と協議していた正にその時のことである。米中間の軍事衝突回避を目的と

して砲撃情報を米国に伝達するよう、林彪は毛沢東に直接提案した【訳註1】。

林彪の提案は、結局のところ毛沢東に採用されなかった。しかし、「少な

くとも当時の米国には中国と開戦する意図はない」と認識し、しかもその

意見を明確に提案できる人物が中国政策決定者のなかにいたことを、林彪

の事例は十分に証明している【10】。米国が福建省沿岸島嶼部に対する政策

を攻撃的なものにせず、台湾当局による沿岸島嶼部防衛への支援すら実施

しないことを、当時の中国指導者は金門島砲撃をつうじて基本的に確認し

ていたのであった【11】。このような判断は、武力を用いてこれら島嶼部を

奪取するという政策決定への圧力を大幅に緩和させることになった。

このほかにも、中国指導者は、米中間の緊張緩和または和解こそが台湾

問題を解決するために有益であり、決定的な国際関係上の条件とすら思っ

ていた【12】。1959年10月5日、毛沢東はある内部の談話において、「台湾問

題とは複雑なもので、国内問題でもあり国際問題でもある。米国が言うに

は国際問題ということだが、国際問題であるならば平和的な道のりで解決

する他なく、武力を用いて解決することはできない」、「我々が米軍に台湾

からの撤退を要求しようとも、米軍は撤退しないというのであれば、我々

は待つしかない。米国が幾ばくかの時間を必要とするのであれば、我々は

それだけの時間を待つしかない」【13】としていた。

1958年9月に再び開催された米中大使級会談が膠着状態に陥っても、中
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国指導者は米国と接触をとり続けることを諦めようとはしなかった。特に

危機が発生した際には、米中大使級会談をつうじて米国と連絡を取り合

い、戦争を回避した。

1959年にラオス危機が勃発すると、米中は新たな緊張や闘争の状況に

直ちに巻き込まれ、地政学的な米中衝突の焦点はインドシナ地域へと移っ

た。ラオス問題の処理や同地域における危機のエスカレーション抑制とい

うプロセスのなかで、米中は複雑なやり取りを展開した。ラオス危機発生

の当初から米中は激しく対立していたものの、両国とも深入りしたり、特

に軍事介入を余儀なくさせられることは望んでいなかった。そのため、ラ

オス危機を平和的に解決するための国際的な取組みに中国指導者は積極的

に参加し、第2回ジュネーブ会議の開催を支持した。米国も、この会議の

重要な参加国であった。この結果、国際的な多国間メカニズムのもとで地

域的危機を処理する機会を、米中は初めて持つことになった。相手方の政

策を、直接の交流をつうじて米中はさらに理解することができるように

なったのである。

1961年5月16日、第2回ジュネーブ会議が開催され、陳毅外交部長率い

る中国代表団が出席した。この時の米国側カウンターパートは、東アジ

ア・太平洋担当国務次官補でベテラン外交官のウィリアム・アヴェレル・

ハリマン［William Averell Harriman］であった。8月10日、北京の大学

卒業年次生に対しておこなった外交情勢報告において、ラオス問題におけ

る中国の政策について陳毅は詳細に説明した。この際、特に、ジュネーブ

会議の際の米国側との交流における複雑な見解に重点を置いた。「米国は

世界大戦を仕掛ける意図があるようには見えず」、そればかりか「何とか

して中国代表団とコンタクトをとろうとしていた」と陳毅は指摘した。た

とえば、会議に出席していたソ連外相のアンドレイ・グロムイコ［Andrei  

Gromyko］が陳毅に示唆したところでは、ハリマンは陳毅と「会談したい」

ので、ソ連が仲立ちをしてくれるようにグロムイコに依頼していた。顔を

合わせたのに「挨拶も握手もないのはよろしくない」というのだった。陳
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毅は「中央の方針と指示にもとづき、ハリマンを無視した」けれども、2

人はやはり握手をする機会があった。陳毅はジュネーブを離れる前に、現

地にいる中国代表団のメンバーに、つぎのように指示していたのであっ

た。米国側と接触することはかまわない。もし米国側が「問題を話し合い

たいと、米国政府から中国政府に提案するなら、外交部長が会談場所を見

つけよう」【14】。

米中外交官トップの交流は、ここから新たに実質的な展開を迎えること

になった。1962年夏、台湾当局が台湾海峡における軍事行動を強化し、

「大陸反攻」を宣伝するようになったため、海峡の情勢が緊張した。6月

10日、中国共産党中央は東南部沿海地域における戦闘準備実施について

指示を出した。これを受けて中央軍事委員会も直ちに、軍事上の配備を大

規模に展開するよう命令した【15】。この海峡危機は1カ月半続いた。7月25

日になると、福建省に配備された戦闘部隊を分散することに関する中央軍

事委員会による前日の報告を、毛沢東は閲覧し同意した。台湾の国民党軍

による「東南部沿海地域への大規模ないし中規模の侵犯の見込みは、少な

くとも遠のいた」【16】からである。ここで重要なことは、中国指導者の判

断は、米中間の直接のやりとり、そしてソ連最高幹部経由での米国からの

伝言に主にもとづいていた、という点である。

台湾海峡の緊張状態がエスカレーションして間もなく、駐ポーランド中

国大使・王炳南は命令を受けて中国国内での休暇を中断し、ワルシャワへ

至急引き返した。王炳南は大使級会談のメカニズムを活用して、台湾海峡

の緊張状態について中国側が極めて重大な関心を抱いていることを米国側

に伝達した。6月23日、王炳南は米国側代表者であるジョン・M・キャ

ボット［John M. Cabot］【訳註2】と会談した。台湾当局による大規模な軍隊

動員について、その責任と結果は米国が引き受けざるをえないだろう、と

中国側は認識していた。この中国側の認識について、王炳南はキャボット

に対し何度も強調したのである。これを受けてキャボットは、米国には中

国進攻の意図がない、と明確に意思表示した【17】。キャボットは事前にワ
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シントンからの指示を受けており、「米国には進攻意図なし」との情報を、

もともと同月27日には中国側へ伝達する準備をしていたのだった【18】。こ

うして王炳南とキャボットは、台湾海峡での緊張状態の鎮静化について共

通認識を持つに至った。

米国政府もまた、ソ連をつうじてこの情報を中国に伝達していた。ソ連

の駐中国大使ステパン・チェルボネンコ［Stepan Chervonenko］は陳毅

と会談し、米国大統領ジョン・F・ケネディの弟をつうじてもたらされた

情報を陳毅に示した。それは、10～14日以内にタイ駐留の米軍は国外へ

撤退し、また、台湾海峡で「複雑な事件」【19】が発生することを望んでい

ない、というものであった。米国側がソ連をつうじて中国に提供した情報

は、ワルシャワでキャボットが示した姿勢と全く一致していたのである。

これ以降、台湾の緊張状態は緩和されていった。7月21日、第2回ジュ

ネーブ会議において、ラオス問題を平和的に解決するための協定が最終的

に締結された【20】。

その後のことであるが、ヴェトナムで軍事行動がエスカレーションする

際の米中の相互行為についても、分析する価値がある。1965年3月初旬よ

り、ヴェトナムでの軍事行動を米国は大幅にエスカレートさせたため、イ

ンドシナ地域における米中対立状況が再び深刻化し始めた。たとえ戦争に

巻き込まれようともヴェトナム支援を強化すべき、との熱烈な雰囲気が、

中国政策決定者たちの間で一時的に高まった。米国の行動が「我が国の安

全を深刻に脅かしている」ことから、米国との空中戦をも考慮に入れつつ、

「我が国国土での戦闘までも」含めて「最も重大な事態に対処する準備を

しなければならない」と、中国共産党中央は表明した【21】。しかし結局の

ところ中国政策決定者たちは、米国との国際的な危機管理を自発的に推進

することにした。すなわち、大規模なヴェトナム支援により引き起こされ

かねない米国との軍事衝突勃発を回避しようとしたのである。

4月2日、周恩来はパキスタンを訪問し、カラチに到着した当日直ちに

パキスタン大統領のアユーブ・カーン［Ayub Khan］と会談した。カー
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ンは間もなく米国を訪問する予定であったことから、周恩来は中国側の以

下の三原則を米国の指導者に伝達するよう依頼したのである。（1）中国は

米国との戦争を引き起こすつもりはないこと（この際に周恩来は、「台湾

の件で証明される」と意図的に言及し、米国側の懸念をやわらげようとし

た）、（2）中国は「約束どおり」に義務を履行し、ヴェトナム支援を継続

すること、（3）中国はすでに米国との戦争準備を済ませていること。周恩

来は最後に「もし米国が中国に対して全面的な空爆を実施するならば、直

ちに戦争へ突入する」【22】と指摘し、「戦争」という単語について明確な定

義をおこなった。

翌日、周恩来はヤンゴンに到着し、ビルマ連邦革命評議会議長のネ・

ウィン［Ne Win］と会談した。この会談で明らかにされている情報は、

相当に豊富なものとなっている。特に、判断ミスにより米中戦争が勃発す

ることを回避することに、中国指導者が神経を集中していたことがうかが

える。また、米国側からえた情報にもとづき、対中攻撃どころかヴェトナ

ム北部での地上戦拡大すら実施できないであろう、と中国指導者が判断し

ていたことも示している。アユーブ・カーンに伝えた前述の三原則以外

に、周恩来は新たに四番目の原則を付け加えてネ・ウィンに語った。それ

はすなわち、「戦争手段は米国が一方的に選択できるものではない。もし

米国が中国を爆撃すれば、中国は別の手段で反撃する」というものであっ

た。周恩来はまた、「この四原則が私たちを縛っているのだ」と付け加え

た。周恩来は、さらに以下のことも主張したのだった。ワルシャワでの米

中大使級会談をつうじて、米軍は「中国と戦闘するつもりはない」と、米

国側が中国側に伝達していたこと。米軍は20度線以北でもハノイを含む

北ヴェトナムを爆撃目標にするであろうが、北ヴェトナムへ（地上戦での：

訳者）侵攻はできないであろうこと。中国のヴェトナム支援は、「ヴェト

ナムが孤立していないことを示す」ためのものであること【23】。

ジョンソン政権がアユーブ・カーンへの訪米要請を撤回したことによ

り、カーンの訪米は実現しなかった。中国側が望んでいたカーンからの情
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報伝達という外交努力も、実を結ばなかったのである。北ヴェトナムに対

する米軍の爆撃は依然として継続されていたことから、この情勢のなかで

も戦争回避の確実性を高めるために、中国指導者は新たな外交行動に出

た。すなわち、外交上のさまざまな機会をとらえて、上述の四原則の内容

を公に宣伝したのである。最も代表的な行動は、5月31日の陳毅によるも

のであった。陳毅は英国の駐中国臨時代理大使のドナルド・ホプソン

［Donald Hopson］に対し、周恩来の「四原則」を具体的に説明した。なお

この際に、カーンへの依頼が実を結ばなかったことを説明し、改めてホプ

ソンに伝言を託し、その労に感謝の意を伝えた。この情報はホプソンから

直ちにジョンソン政権へ伝達され、中国側は回答をえることができた【24】。

米中間の危機管理をめぐる中国の対応は完璧であったといえ、さらには

効果的であったことが証明された。さらに重要なことは、危機を首尾よく

解決した外交チャンネルをつうじて、両国は「最初のレヴェルの戦略的相

互信頼」システムを構築した点である。そこには、効果的な危機管理メカ

ニズムの形成も含まれており、判断ミスによる軍事衝突の勃発を回避する

には充分なものであった。それと同時に米中の政策決定者たちは、双方に

戦争を発動する意図がないことを基本的に確認したのであった。こうし

て、双方の行動原則をはっきりと確認し、直接の衝突の発生を回避するこ

とができると、米中は信じるようになった。以上の意味で1965年は、地

政学的な米中対立関係が緩和する転換点となったのであった。

２　系統だった闘争における戦略優先性

地政学的な米中対立が変化し緩和しても、そのことが米中和解を速やか

に導きはしなかった。現実の状況として1962年以降しばらくは、他の分

野における米中の闘争はさらに激化や拡大をたどり、米中間に形成されて

いた深刻な敵意をますます高ぶらせただけだったのである。このような背
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景があったために、米中の対外政策プロセスにおいては、相手国との関係

の処理もまた、長らく重要ではない位置に置かれてしまったのであった。

この点こそが、両国の対外政策調整を理解するうえで極めて重要となる。

1958年夏の台湾海峡危機の後に、中国は大使級会談の復活をつうじて

交渉上の譲歩を米国に迫ろうと試みたが、失敗に終わった。これにより、

「台湾問題の解決なくして、他の問題を語るべからず」という「パッケー

ジ」原則を中国は確立したのである【25】。しかし、前節で指摘した何度か

の国際的な危機管理の事例に限らず、中国は外交上の試みを完全に放棄し

たわけではなかった。

1960年8月30日、米国大統領選挙の真っ最中に、米国のジャーナリス

トであるエドガー・スノーと周恩来は会談した。台湾問題を迂回すること

で米中関係を緩和しようとした米国の狙いは外れた、と周恩来はスノーに

告げた。しかしその一方で、以前よりも柔軟な提案を周恩来はおこなっ

た。たとえば米軍の台湾撤退問題については、台湾からの撤退に米国が先

に同意しさえすれば、撤退の具体的なプロセスを今後の検討に委ねること

もできる、としたのである【26】。10月18日、周恩来はスノーと再び会談し、

軍縮や国連代表権、核実験、台湾等の問題における中国側の立場や政策を、

系統立てて詳細に説明した。周恩来のこれら談話は明らかに用意周到なも

のであり、民主党の対中政策をめぐる観点について充分に把握しているこ

とを示したのだった【27】。

4日後の10月22日、民主党候補のケネディと共和党候補のリチャード・

ニクソン［Richard Nixon］が繰り広げたテレビ討論の内容に関し、毛沢

東はスノーと意見交換をおこなった。この際に毛沢東は、台湾問題を解決

するための中国側の立場と政策を、スノーにはっきりと説明した。すなわ

ち、金門・馬祖を蒋介石の掌中に留めることはできること、中国が「必要

としているのは台湾地域全体である」が、中国は平和を維持する責任を

負っているため、対米開戦を自ら仕掛けることはしないこと、そして台湾

問題は「交渉で解決されるべきであり」、「武力で解決されるべきではな
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い」【28】、ということであった。

ケネディの大統領当選直後に、初の米中大使級会談が開催された。この

会談において王炳南は、ケネディ政権が「米中関係の進展に目覚ましい功

績をあげること」を希望する旨を表明した。王炳南の意思表示は、ほぼ間

違いなく中国政策決定者たちの許可を受けていたと考えられる【29】。1961

年4月、陳毅はジャカルタを訪問した。その際に『ニューヨーク・タイム

ズ』紙記者から米中関係について質問を受けたため、陳毅は以下のように

回答した。ケネディ政権の対中政策は「基本的には何の変化もない」が、

米中関係の改善は「米国の新大統領が自発的に行動できるかどうか」、「ケ

ネディ政権が先手を打って貢献できるかどうか」【30】にかかっている、と。

スノーのような米国人ジャーナリストとの会談を、中国指導者は以前か

ら明確な目的にもとづいておこなってきた。外交システムにおけるこの種

の意思表示は、形式的な慣例行事などではなかったのである。米国の政局

に重大な変動が発生した際には、米国の対中政策をめぐる方向性につい

て、中国指導者は確かに注意深く観察をおこなっていた。毛沢東と周恩来

は、このタイミングにおいてこれほど多くの時間を、米中関係をめぐるス

ノーとの意見交換に割いたが、その目的は米国の新大統領とのチャンネル

構築を試みることにあったのである。

1960年米国大統領選挙において、対中政策は民主・共和両党間で議論

となった重要テーマのひとつであった。議論の内容を見ると、米国の対中

政策を根本から変更する意思については両党ともになかった。しかしその

一方で、ケネディはいくつかの文章を執筆し、米中関係の緩和を確かに試

みようとしていたのである。ケネディは1957年に発表した文章のなかで、

それまでの米国で採用されていた硬直的で武力を用いるような対中政策を

批判したことがあった【31】。選挙戦においては選挙スタッフの提案にした

がい、アイゼンハワー政権の対中政策では物事の軽重や緩急が明確になっ

ていない、との批判をケネディはおこなった。ケネディは中国について、

その米国への「敵視」と「好戦」ぶりを非難する一方、中国との「平和的
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な関係の樹立」を望み、中国との「平和的共存が正しい」【32】とも述べた

のである。

大統領に当選したケネディは、対中政策を調整する意向を表明した。

1961年2月1日の国家安全委員会の会議において、対中貿易の禁輸措置に

ついて若干の緩和をケネディは提案し、また、国務省に実行可能な手段の

検討を求めた【33】。この時期の米中大使級会談において、ジャーナリスト

の相互派遣や中国向け食糧販売の優待条件等を米国側は提示した【34】。当

時の中国政府は国際市場において大量の食糧購入をおこなっており、ケネ

ディ政権としては、これを象徴的な措置と見なしたのであった。

しかし、このようなケネディ政権による対中関係の「微調整」は、間も

なく終了した。台湾問題における中国側の立場について、ケネディ政権の

政策決定者たちはほとんど何も理解しておらず、この問題への対応をおこ

なうつもりもなかった。つまり、ケネディ政権は「微調整」によって、米

中間の雰囲気を緩和したかっただけなのである。それは、当時の米国エ

リート層における対中認識の特徴や水準を概ね反映したものであった。

ケネディ政権による「微調整」は、当時の中国指導者にとっては受け入

れがたいものであった。その後の展開において、中国側が原則堅持の姿勢

をとったことからも明らかである。4月12日、大統領に就任してから初め

てケネディは対中政策を公表した。米国は台湾当局の「承認」を継続し、

「赤い中国」の国連加盟容認には現時点で反対する、とケネディは提唱し

たのである【35】。5月3日に米国上院の両党指導者は、ケネディの台湾「承

認」を共同で支持する声明を発した【36】。5月14日、米国副大統領のリン

ドン・ジョンソン［Lyndon Johnson］は台湾を訪問した。ケネディ政権

に台湾政策を変更する意図などないことは明らかだったが、問題はこれだ

けに留まらなかった。

9月21日、国連総会一般委員会が表決により、中国代表権問題を国連で

審議する議事日程を了承した。10月19日にケネディは、「中国共産党が国

連または国連のいかなる機関に加盟することについても、米国は断固とし
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て反対する」【37】という異例の声明を発した。12月1日に米国国連大使アド

レー・スティーブンソン2世［Adlai Stevenson II］は、中華人民共和国

が国連に加盟し台湾の地位に取って代わる案件について、総会に出席した

加盟国の3分の2以上の賛成を必要とする「重要事項」に指定する提案を

おこなった【38】。12月15日の国連総会において、この提案は賛成多数で承

認された。ケネディ政権が対中関係を修正する可能性は、ここに完全に消

滅したのである。米国によるこれらの行為について、中国は厳しく非難し

た。そして、ケネディ政権が「反中の新たな陰謀」【39】を企んでいると論

難する記事を、『人民日報』はつぎつぎと掲載した。

おおよそこの時期から、米中の対抗関係は広範な分野や地域へと蔓延し

ていくことになった。そこには、アジア・アフリカ地域における激しい抗

争、特に、エスカレーションし続けるヴェトナム戦争も含まれることに

なった。米中間に限れば直接の軍事衝突は発生しなかった。それでも

1963年から1973年まで、米国はヴェトナム戦争に大規模に参与し、中国

は「援越抗米」運動を展開した。米中の行動の規模は、世界の人々を非常

に驚かせるものだった。ヴェトナムに派遣された米国の地上部隊は、ピー

ク時で50万人に達した。一方の中国も、北ヴェトナムに派遣した援軍は

延べ32万人、ピーク時で17万人に達した。米中関係への影響については、

さらに重要な点がある。すなわち、両国のインドシナ半島における闘争

は、双方の政策決定層における戦略優先性の選択における異なったモデル

の反映だったのである。

ラオスやヴェトナムのような地域では、極めて複雑な歴史的要因により

矛盾や衝突が引き起こされていた。それにもかかわらず、これらの全ては

共産主義陣営により仕掛けられた勢力拡張計画の一環である、と米国の政

策決定者たちの目には映ったのである。東南アジア、特にインドシナ半島

でのさまざまな動揺や衝突は、全てがソ連の指示か、さもなければ中国の

陰謀である、と政策決定者たちは認識した。例えばドワイト・D・アイゼ

ンハワー［Dwight D. Eisenhower］は大統領在任時に、「ラオスが共産党
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の掌中に落ちれば、自由主義陣営の隣国たるカンボジアと南ヴェトナムも

つぎつぎと失陥するかもしれない。場合によっては、タイやビルマも確保

できず、ドミノ倒しのように各国の政権が崩壊するかもしれない。このよ

うな連鎖が起きれば、東南アジア全体が共産主義陣営に奪われる道が開か

れてしまう」と述べた【40】。ケネディもドミノ理論を深く信じ込んでいた。

中国はあまりにも巨大であり、「南ヴェトナムの喪失は、マレーシアへの

ゲリラ戦展開において地理的優位を中国にあたえることになる。東南アジ

アの未来は中国や共産主義陣営への隷属に向かう印象を、世界の人々にあ

たえかねない」。だからこそ、米国は「重要な闘争」【41】を進める必要があ

るのだ、とケネディは述べた。簡単にまとめると、米国指導者はインドシ

ナ半島において勝利しなければならず、さもなければ全世界を失う、と信

じ込んでいたのである。この種のドミノ理論にもとづいていたために、た

とえケネディ政権が対中政策をわずかに緩和したとしても、それは米国に

おける対外政策の優先性順位においては下位に位置づけられるものでしか

なかったのである。

さらに言えば米国指導者は、対中政策を処理し調整することで直面させ

られる複雑な状況に対して、余りにも多くのエネルギーを消耗し、コスト

を支払うことなど望んでいなかったのである。その理由のひとつには、国

内政治における厄介事があげられる。たとえば国連大使のスティーブンソ

ン2世は、初のハイレベル会談において、国連に「二つの中国政府」に対

して同時に代表権を付与させる方法を提案していた。その狙いは、台湾当

局の地位を守ると同時に、大陸中国を国連に加入させることにあった。し

かしケネディは、中華人民共和国の国連代表権回復は米国中間選挙以降と

考えていた。「私たちが首都入りした最初の年に赤い中国が国連に加盟し

たら、私たち2人は疲れ果ててしまうだろう」【42】とケネディは言ったので

ある。

この時期における中国の対米政策も、米国における対中政策の扱いと同

様に戦略順位を下位にしていた。たとえば1961年8月10日、北京の大学
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卒業年次生に対しておこなった外交情勢報告において、米中関係の処理

は、アジア、アフリカ、ラテンアメリカの革命における中国の地位上昇に

役立つかどうかで決まる、と陳毅は述べていた。陳毅によれば、「アジア、

アフリカ、ラテンアメリカでの反帝国主義・反植民地主義の民族解放運動

における中国の指導的地位を放棄してまで、米国との関係を樹立すること

などできない」【43】のであった。中国は、対外政策における重点を、対米

関係の処理には明らかに置いていなかったのである。

多くの論考がすでに証明しているように、1963年に中ソ論争が開始さ

れたことで、中国が推進していたアジア・アフリカ運動をめぐる外交活動

にも、新たなクライマックスが訪れていた。1963年12月から1964年2月

まで、周恩来はアジア・アフリカ13か国をつぎつぎと訪問することで、

アジア・アフリカ運動における中国の影響力を強化し、反米・反ソの国際

統一戦線を拡大しようとしていたのである。中国代表団はアジア・アフリ

カ諸国に対する援助を認め、「アラブ諸国とアフリカ諸国に関する5項目

の原則」や「対外技術援助に関する8項目の原則」【44】をつぎつぎと提示し

た。この後、第2回アジア・アフリカ会議の開催を中国は積極的に推進し

た。中国は「米帝国主義への反対とヴェトナムへの支持」を「目下の外交

活動における主題」と位置づけ、「反米を強調する世論を形成」しようと

したのである。中国は第2回アジア・アフリカ会議を「米帝国主義に対す

る裁判をおこなうフォーラム」とし、また、ソ連の破壊活動を「成功」さ

せない場にしようとしたのであった【45】。

1964年7月5日から8日まで、周恩来は代表団を率いてハノイへ向かい、

中国・ヴェトナム・ラオス3か国会合に参加した。スピーチの中で周恩来

は、「世界の矛盾が最も集中し、闘争が最も激しく、革命の条件が最も成

熟した地域」【46】と東南アジアを定義したのだった。この時の東南アジア

での革命に対する支援は、中国による反帝国主義運動において、最も断固

としており、最も徹底的で、最も説得力のある象徴とされた。アジアにお

いて革命運動が怒涛の如く巻き起こっているだけでなく、「アフリカは革
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命のクライマックスにある」、「アフリカの情勢は、とても良好な革命環境

にある」【47】とまで、中国外交部門は認識していたのだった。アジア、ア

フリカ、ラテンアメリカの革命に対する支援が戦略上、優先された結果と

して、米中関係改善に関心を持たなくなったのは当然であった。

1966年3月、米中両国は第129回大使級会談を開催した。駐ポーランド

米国大使であったジョン・グロノウスキー［John Gronouski］は、「アメ

リカ合衆国は中華人民共和国との関係をいっそう発展させるよう願ってい

る」と、その場で表明した。会合終了時に、米国側は中国側通訳に対して、

米国側が使用した「中国政府」という用語を正確に通訳したかどうかを、

意図的に声を出して尋ねた。中国側通訳が確認すると、これは米国側から

の「友好的な意思表示」である、と米国側は伝達した。駐ポーランド中国

大使である王国権の回想によれば、これまでの128回の会談において米国

側が「中華人民共和国」という語を用いたことはなかったため、王はこの

件を本国へ直ちに報告した。もっとも、（中国側がこの件を：訳者）十分

に重視したり、検討したりということはなかった」【48】。1968年5月以降に

なって、ジョンソン政権は第135回大使級会談の早期開催を中国側に提案

してきた。中国側は同年11月25日になってようやく、会合の開催を1969

年2月まで延期する旨を回答した【49】。これらの事象は、当時の中国におけ

る対米政策の特徴を示していると言えよう。

総じて言えば、1960年代中期ないし後期における米中関係の特徴は、

地政学的な対立の減少と、アジア・アフリカ地域への影響力をめぐる闘争

の拡大にあった。このことは、地政学的な対立が減少するのみでは、米中

がおのおのの政策を調整するに十分ではなく、米中間の抗争や敵意は依然

として激化を続けていたことを示している。重要な点は、米中いずれも、

相手方との緊張緩和に、政策優先性の順位の上位に置いていなかったこと

なのである。
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３　歴史的な「好機」と開かれた和解への扉

1969年こそが冷戦時代における米中関係の転換点である、という共通

認識を歴史学者たちは持っている。多くの論文・著作は、米中を和解の道

へと歩ませた主因を詳細に論述することで、この和解がいかに歴史的な必

然であったかを証明している。けれども、米中の政策決定プロセスを注意

深く比較してみると、米中の政策決定者たちがともに和解を求めていただ

けでなく、ほぼ同時期に米中は和解を目的として戦略優先性の順位調整を

おこなっていたことが重要だったと言える。この結果として、両国は歴史

的な「偶然の一致」にたどり着くことができたのである。ここで強調した

いのは、米中がしかたなく和解するにいたった消極的な要素ではない。む

しろ米中の指導者は、それぞれ異なる理由にもとづき、和解への意欲や関

係改善の優先性を上昇させたのであり、しかも、それらは同時に発生した

のである。

1969年1月、ニクソンはホワイトハウス入りした。ニクソンが就任期間

中におこなった対外政策の調整は、冷戦期における米国の封じ込め戦略に

関する主要分野のほとんどに及ぶことになった。著名な米国の冷戦史専門

家であるジョン・ルイス・ギャディス［John Lewis Gaddis］は、以下の

ようにまとめている。ニクソン政権は「20年前に封じ込め概念が形成さ

れてから初めて、米国の対外政策に対する最も広範な変更に着手し」、「封

じ込めのサイクルを完結させたかのようであった」【50】。この期間になされ

た対外政策のあらゆる調整において、ニクソン政権は東アジアでの行動を

出発点としていた。すなわち対中政策の変更は、ニクソン政権の東アジア

政策において鍵となる重要な問題でもあったのである。

第1に説明しなければならないのは、ニクソンを再考させ、対中政策変

更にまで至らしめた指導的イデオロギーたるニクソン・ドクトリンであ

る。ニクソン・ドクトリンの前提は、世界ではパワーの中心が複数形成さ

れていることを認める点である。つまり、米国は「全能ではない」のであ
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り、世界のあらゆる地域、特にアジアにおいて全ての責任を背負う能力も

必要もない、ということになる。簡潔に言えば、米国のパワーは衰退して

おり、世界における地位も低下している、というものである【51】。

第2に、米国のパワーに対するニクソンの再検討は、ヴェトナムでの米

国の干渉と侵略に端を発しているということである。ニクソンが1967年

10月に発表した「ヴェトナム後のアジア［Asia after Viet Nam］」という

論文の中では、以下のように指摘されている。米国が直面している「問題、

機会、そして危険」とは、ヴェトナム戦争に深入りしたことが主因となり、

米国の世界的地位に影響が及んだことの深刻な結果である、と。ニクソン

も前任の大統領たちと同様に、アジア地域において中国が緊張の根源に

なっていると強調し続けた。しかし、その一方で、中国に対する有害無益

な孤立政策を米国は追求し続けるべきではない、とも提案した【52】。ホワ

イトハウス入りした後、ニクソンが対中関係をどのように緩和すべきか考

え、和平を求めているとのメッセージを、外交ルートをつうじて中国に伝

えようと試みていたことは確かである。

3月1日、ニクソンはパリを訪問した。フランス大統領シャルル・ド・

ゴール［Charles de Gaulle］と会談した際に、長期的観点から中国との交

流を求めており、中ソそれぞれとの平行を保つ関係を望んでいる、とニク

ソンは表明した。ド・ゴールは、中国とフランスの国交樹立をめぐる状況

や進展について、その大筋を説明した【53】。同月末、ド・ゴールはワシン

トンに赴き、米国の元大統領アイゼンハワーの葬儀に参列した。その際に

ニクソンは、対中関係改善の意欲をド・ゴールに示した。5月初め頃、

ド・ゴールは駐中国フランス大使エティエンヌ・マナシュ［Étienne 

Manac’h］に指示し、ニクソンの意向を中国へ密かに伝達させた【54】。6月

17日、米国上院院内総務で民主党議員のマイケル・ジョセフ・マンス

フィールド［Michael Joseph Mansfield］がカンボジアを訪問した。その

際にマンスフィールドは、自身が訪中や周恩来との会談の許可を望んでい

るとの文書を、ノロドム・シアヌークをつうじて中国へ送っていた。同月
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26日にニクソンがヘンリー・キッシンジャーに送った文書のなかでは、

マンスフィールドの訪中許可獲得を支援すべきだ、と記されていた【55】。7

月21日、中国に対する貿易制限措置の一部撤廃と米国市民による中国旅

行の制限緩和を、米国政府は初めて公布した。その5日後の同月26日、シ

アヌークがマンスフィールドの文書を駐カンボジア中国大使の康矛召に転

送し、同日中に周恩来がマンスフィールドの文書を受領した【56】。

8月上旬、ニクソン本人が、パキスタン・ルーマニア両国訪問の機会に、

北京との新たな連絡ルート構築を模索するようになる。これら両国は中国

と友好関係を保持しており、両国の指導者も中国指導者との間で比較的高

度な相互信頼関係がある、とニクソンは認識していた。8月1日、ニクソ

ンがパキスタン大統領のヤヒア・カーン［Yahya Khan］とラホールで会

談した。その際にカーンは、米国は対中関係を改善すべきである、とニク

ソンへ積極的に提案した。ニクソンは、米国は「中国を孤立させるいかな

る手筈」にもくみすることはできず、アジアの課題を解決するには中国の

参加がなくてはならない、との意向を表明した。もっとも、同月下旬に米

国国務省がラワールピンディーでえたパキスタン側の情報によれば、中国

との和平を望む意向をカーンから中国に伝えるように、ニクソンの方が求

めた、とされている。駐米パキスタン大使館は指令にもとづいて、パキス

タン側に対して以下の2点を確認した。第1に、中国を国際社会に復帰さ

せなければならない、というカーンの観点をニクソン自身が理解している

ということ。第2に、アジアの課題を解決する際には中国のような大国を

切り離すことはできず、米国は中国を孤立させるいかなる手筈にも参与し

ない、とニクソンが認識していること。カーンはニクソンのこれらの認識

を中国最高指導層へ伝達することは可能であり、伝達の時期や方法はカー

ン自身が決定する、と考えていた【57】。

ニクソンがカーンに伝言を依頼したかどうかについては、実のところ断

定はできない。しかし、そのつぎの訪問国ルーマニアにおいて、彼はさら

に決定的な行動をとった。8月2日、ニクソンは飛行機でブカレストに向
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かった。ルーマニア共産党書記長ニコラエ・チャウシェスク［Nicolae 

Ceaușescu］と会談した際に、ニクソンは前述のカーンとの会談内容を

チャウシェスクにも繰り返し、米中関係の和解における「仲介役」【58】を

ルーマニアに務めてほしいと述べたのである。ニクソンがルーマニアを

「仲介役」に選んだのには、歴史的経緯があった。1967年6月26日、当時

の米国大統領ジョンソンは、ルーマニア首相のイオン・ゲオルゲ・マウレ

ル［Ion George Maurer］とワシントンで会談した。その際にジョンソン

は、米国に中国を攻撃する意図はなく、中国側との貿易やその他要望する

交流を進展させたいと望んでいる、との伝言を中国に伝達するよう、マウ

レルに依頼していたのである。

9月7日、マウレルはヴェトナム訪問の途中で周恩来と会談した。ニク

ソンがルーマニア滞在中に「対中関係正常化を模索する意欲を、明確かつ

無条件に示した」こと、また、ルーマニアの支援を希望している旨を、マ

ウレルは会談のなかで述べた【59】。マウレル自身も、8月2日のチャウシェ

スク・ニクソン会談に同席しており、訪中経験や中国指導者との会見に関

する印象をニクソンに説明していた。こうしてニクソン政権が対中関係改

善の意図を持つ点について、中国側は信頼できる情報を獲得したのである。

パキスタン、ルーマニア訪問について言えば、ニクソンは和解に関する

情報を試験的に発しただけではなかった。さらに重要なのは、パキスタン

とルーマニアの指導者から「中国は侵略的な国家ではない」との情報をニ

クソンがえた点である。このことはニクソンの対中観に影響を及ぼし、合

理的な判断をもたらしたと考えられる。3月の珍宝（ダマンスキー）島で

の衝突に続く北京時間8月13日、ソ連軍は中国新疆ウイグル自治区のテレ

クチ［鉄列克提］で中国国境警備隊を要撃した。翌日、ニクソンは国家安

全保障会議を緊急に召集し、中ソ紛争においては「ソ連の方がより侵略的

である」【60】と位置づけた。これはすなわち、キッシンジャー曰く「革命

的な理論［革命性的理論］」の提示であった。ケネディ政権以前における

米国の対中政策の前提は、中国はソ連よりも危険で侵略的な国家である、
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というものであったから【61】、この時のニクソンの判断は確かに象徴的な

ものとなった。

米中関係における歴史的な偶然の一致とは、ニクソン政権が対中政策の

調整を決断した正にその時期に、中国の対外政策にも戦略的な転換が生じ

ていたことを指す。1968年8月、ソ連軍がチェコスロバキアに侵攻したた

め、中国はソ連を「社会帝国主義」であり新たな世界戦争の震源地と位置

づけた【62】。1969年3月、中ソ両軍は東部国境の烏蘇里（ウスリー）江珍

宝島で軍事衝突を起こし、夏には衝突が西部国境にまで拡大した。国境で

の軍事衝突は、大規模な対中侵略戦争をソ連が発動するのではないか、と

の判断を中国政策決定者に抱かせることになり、最も緊迫した安全保障上

の問題となったのである。しかも、「ソ連の脅威」により引き起こされた

地政学的な戦略的な問題が依然として深刻であるとの確信を、政策決定層

は抱くことになった。けれども、それ以上に深刻な結論は、ソ連が中国の

領土・主権を脅かしたにとどまらず、毛沢東の指導的地位を転覆する意図

までもあるというものであった。このことは論理的には、政権自体の安全

にまでかかわるものであった【63】。

ソ連が、米国を超えるほどの、焦眉の急である安全保障上の脅威であり

世界戦争の震源地である、と見なしたことにより、ついに中国政策決定層

は、国家安全保障上の戦略を根本的に変更する決心をした。1969年5月か

ら10月まで、中国は大規模な戦争準備を3度にわたり進めた。この強力な

戦争準備は、対米政策の調整のために必要な条件を提供することになった

のである。第1に、中国指導者は対外政策の優先性順位を根本的に変更し

た。すなわち、新たな戦略上のバランスを構築しソ連への対抗を目的とす

る米国との戦略的な協力の模索を、対外政策の重点に位置づけたのである。

第2に、中国政策決定者は、戦争準備の緊張した雰囲気のなかで、確か

に安全保障戦略や対外政策への注意を集中させていた。そのため、米国の

対中政策に現れた変化に対しても、必要とされる敏感さを有していたので

ある。ニクソンが8月から行動を取り始めてまもなく、中国政策決定者に
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も対米政策の行動プランに変更が生じていた。9月17日、陳毅、葉剣英、

徐向前、聶栄臻ら中央軍事委員会副主席で構成される戦略研究小組が「現

下の情勢に対する視点」と題する報告を提出した。その報告のなかでは、

対米政策について「原則上の揺るぎなさ、戦術上の柔軟さ［原則上堅定、

策略上霊活］」を保つべきとしていた。また、ニクソン政権が「大使級会

談の復活を要求するのであれば、我が国も有利な時期に応答するという選

択は可能である。このような戦術上の行動は、戦略上の効果を収めること

ができる」【64】と提案していた。報告書を最終的に確定する段階において、

「米ソの矛盾を戦略的に利用するには、米中関係を打開する必要がある」

こと、そして「通例」を打破するための以下の3点の行動方針を、陳毅は

明確に提案した。第1に、米中閣僚［部長］級会談を主動的に提案するこ

と。第2に、前提条件なくハイレベル会談を実施すること。第3に、ワル

シャワでの会談は機密保持のために中国大使館で実施すること、がそれで

あった【65】。これは、1959年以来堅持してきた「パッケージ」原則に対す

る初の変更に相当した。1969年12月上旬、両国の駐ポーランド大使館は

接触を再開し、米中和解へ向けた大きな扉がついに開かれたのであった。

ここでさらに強調しなければならないことは、ニクソン政権による対中

政策変更と同様に、中国指導者による対米政策調整の決心の背後にあった

動機である。すなわち、ソ連から受けていた焦眉の急と言うべき安全保障

上の脅威に対抗するだけでなく、国際情勢において中国が置かれた境遇へ

の幅広い考慮があった、という点である。ここで言う国際情勢に関する考

慮には、中国が外交面で直面していた非常に不利な情勢に対する中国政策

決定者の深い理解、そして孤立した局面から脱したいという願望も含まれ

ていた。1969年3月下旬の首脳層の会議において、毛沢東は「もう少し緩

和したい。我が国は現在孤立していて、どの国も我が国を気に留めていな

い」【66】と述べた。明らかに毛沢東は、中国が外交的に孤立していたこと

の深刻さを認識しており、それを打開するための緩和的な措置をとるつも

りであった。すなわち、米国との和解は重要なチャンスだったのであり、
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その重要性は、以後の米中関係の推移とともに明らかになっていった。

1962年以降における中国の対外政策の急進化とその悪影響に対する系統

立てた分析は、本稿で論じる対象からは外れる。とはいえ、米中和解はこ

の一度の「歴史的な偶然の一致」に巡り合ったからこそ成立したことが、

ここで明らかになるのである。

むすびにかえて

米中両国の地政学的な対立が衰退した時期における1969年の「和解」

は、米中の政策決定者間で最小限の「低レヴェルの戦略的相互信頼」を蓄

積するうえで重要な役割を果たした。米中初の共同コミュニケである

1972年2月28日の「米中共同コミュニケ（上海コミュニケ）」が、その証

明となっている。当該コミュニケにおける「米中双方の同意点」部分の第

3項では、米中「いずれの側もアジア・太平洋地域において覇権を求める

べきではなく、他の国家または国家連合による覇権を樹立しようとする試

みにも反対する」【67】と定めた。後の歴史から見れば、アジア・太平洋地

域における相互信頼関係や基礎的な共通認識については、両国間で形成済

だったことが、コミュニケに反映されている。けれども、20世紀60年代

の歴史が証明しているように、米中間の地政学的な対立の衰退そのもの

は、米中の和解を促すには不充分であった。まず第1に、両国における政

策決定者の思考やアジェンダのなかでの戦略優先性の順位が異なってい

た。米中関係の処理は、戦略的に上位の順位をいつもあたえられていたわ

けではなかったのである。当時の米中におけるグローバルな闘争や国内政

治アジェンダの複雑性は、米中の政策決定者に、相手国との関係処理を煩

わしいものと受け止めさせがちであった。しかも、特に米国の指導者につ

いて言えたことだが、国内において政治闘争を繰り広げつつ相手国との関

係も処理することは、マイナス効果を持つとまで見なされていたのであ
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る。第2に、イデオロギーの問題があげられる。60年代半ばにおいて、米

中はより広範な地域で自国の影響力を拡大し、相手国の影響力を削減しよ

うと激烈な闘争を展開していた。国際社会の情勢やその発展趨勢に対し、

米中が明確に異なる認識と理解を抱いていたことが、その背景にはあっ

た。当時において、このような闘争は米中の生存と滅亡に関わる性質をも

つと見なされていたため、対立への熱意や和解の難易度はエスカレートす

る一方だったのである。こうしたことは、今日の学界で「構造的矛盾」と

表現されるものである。1969年12月に米中が協力し、ついに和解への扉

を開いたのは、まさに「歴史的な偶然の一致」によるものだった、と言う

ことができる。単純な事実として言えるのは、米中の指導者が同時に、異

なる理由にもとづいて自国の外交政策を調整し始め、戦略上のアジェンダ

において相手国との関係について上位の優先性順位をあたえた、というこ

とである。逆に言えば、米中において上述の戦略的な政策変更が「同時に」

発生しなかった場合には、60年代を過ぎた直後において米中が和解の道

を歩めたどうかは、極めて疑わしかったであろう。
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【訳註】
【訳註1】林彪は当時、国務院副総理兼国防委員会副主席の職位にあった。
【訳註2】ジョン・M・キャボット［John M. Cabot］の職位は駐ポーランド米

国大使である。




